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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

第１の１
　基本方針

▢ 要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限り
その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を
営むことができるよう配慮して行われているか。

適・否

▢ 利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用
者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービス
が、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配
慮して行われているか。

▢ サービスの提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重
し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅
サービス等が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者等に不
当に偏することのないよう、公正中立に行われているか。

▢ 事業の運営に当たっては、市町村、地域包括支援センター、老
人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護
予防支援事業者、介護保険施設、指定特定相談支援事業者等と
の連携に努めているか。

▢ サービスを提供するに当たっては、介護保険等関連情報その他
必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めているか。

ア　介護給付等に要する費用の額に関する地域別、年齢別又は
要介護認定及び要支援認定別の状況その他の厚生労働省令で定
める事項
イ　被保険者の要介護認定及び要支援認定における調査に関す
る状況その他の厚生労働省令で定める事項

第１の２
人権の擁護及び
虐待の防止

▢ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備
を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置
を講じているか。

適・否

▢ 利用者の人権の擁護及び虐待の防止を図るため、責任者の設置
その他必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対する
研修の実施その他の必要な措置を講じるよう努めているか。

第１の３
暴力団の排除

▢ 管理者及びこれらの事業の利用者の利益に重大な影響を及ぼす
業務の全部又は一部について一切の裁判外の行為をなす権限を
有し、又は当該管理者の権限を代行し得る地位にある従業者
は、暴力団員となっていないか。

適・否

▢ 前項の事業所は、その運営について、暴力団員等の支配を受け
ていないか。

第２ 人員に関
する基準
(1) 介護支援専
門員の配置

▢ 事業所ごとに、１以上の常勤である介護支援専門員を置いてい
るか。
※営業時間中は、介護支援専門員が常に利用者からの相談等に
対応できる体制を整えておく必要があり、介護支援専門員がそ
の業務上の必要性から不在となる場合であっても、管理者、そ
の他の従業者等を通じ、利用者が適切に介護支援専門員に連絡
が取れる体制としておく必要がある。

適・否

▢ 利用者の数が44人（ケアプランデータ連携システム活用かつ事
務職員配置の場合は49人）又はその端数を増すごとに1名の割
合で配置しているか。

(2) 管理者の配
置と資格

▢

▢

事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置いてい
るか。
管理者は「主任介護支援専門員」であるか（※経過措置や保険
者の認める猶予理由に該当する場合を除く）。

適・否

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

関連事業所のみで完結
するプランばかりと
なっていないか

研修等実施【有・無】

介護支援専門員
　　　　　　　人　
→資格証確認
うち常勤　　　人
　　非常勤　　人
常勤換算　　　人

利用者数
　　年　　月分
給付実績
　人＋委託　人

管理者名：

主任ケアマネ有効期限
：
　　年　　月
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

第３　運営に関
　する基準

１　内容及び手
続の説明及び同
意

▢ サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はそ
の家族に対し、運営規程の概要その他の利用申込者のサービス
の選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して
説明を行い当該提供の開始について利用申込者の同意を得てい
るか。
※重要事項を記した文書には次の内容を盛り込むこと。
ア　運営規程の概要
イ　介護支援専門員、その他の職員の勤務の体制
ウ　秘密の保持
エ　事故発生時の対応
オ　苦情処理の体制 等
同意は、利用者及び居宅介護支援事業者双方の保護の立場か
ら、書面によって確認することが望ましい。
※利用申込者又はその家族から申出があった場合には、文書の
交付に代えて電磁的方法により提供することも可。

適・否

▢ サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用者又はその家
族に対し、居宅サービス計画が本主眼事項第１の基本方針及び
利用者の希望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の
指定居宅サービス事業者等を紹介するように求めることができ
ること等につき説明を行い、理解を得ているか。

▢ 指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用者又
はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入院す
る必要が生じた場合には、当該利用者に係る介護支援専門員の
氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めている
か。

２　提供拒否の
禁止

▢ 正当な理由なくサービスの提供を拒んではいないか。
※サービスの提供を拒む場合の正当な理由とは、次の場合であ
る。
①　当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合
②　利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域
外である場合
③　利用申込者が他の指定居宅介護支援事業者にも併せて指定
居宅介護支援の依頼を行っていることが明らかな場合

適・否

３　サービス提
供困難時の対応

▢ 当該事業所の通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に
対し自ら適切な指定居宅介護支援を提供することが困難である
と認めた場合は、他の指定居宅介護支援事業者の紹介その他の
必要な措置を講じているか。

適・否

４　受給資格等
の確認

▢ サービスの提供を求められた場合には、その者の提示する被保
険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護
認定の有効期間を確かめているか。

適・否

５　要介護認定
の申請に係る援
助

▢ 被保険者の要介護認定に係る申請について、利用申込者の意思
を踏まえ、必要な協力を行っているか。

適・否

▢ サービスの提供の開始に際し、要介護認定を受けていない利用
申込者については、要介護認定の申請が既に行われているかど
うかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者
の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう、必要な援
助を行っているか。

▢ 要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている
要介護認定の有効期間の満了日の30日前には行われるよう、必
要な援助を行っているか。

６　身分を証す
る書類の携行

▢ 事業所の介護支援専門員に身分を証する書類（介護支援専門員
証）を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求め
られたときは、これを提示すべき旨を指導しているか。

適・否

事故発生時の対応注意
利用申込者の署名等が
ある現物も確認
★苦情申立窓口に以下
の記載が漏れないか
□通常の事業の実施地
域に係る全ての市役所
□国民健康保険連合会
★運営規程と不整合が
ないか
□職員の員数
　（「○人以上」でも
可）
□営業日・営業時間
□通常の事業実施地域
□利用料・その他費用

事例【有・無】
あればその理由

地域外からの申込例あ
るか、その際の対応は
（断った、応じた等）

確認方法を確認

更新時期の管理方法

事業所発行身分証の実
物確認
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

７　利用料等の
受領

▢ 指定居宅介護支援を提供した際に、直接利用者から支払を受け
る利用料と、利用者に代わり市町村から代理受領を受ける居宅
介護サービス計画費の額との間に、不合理な差額が生じていな
いか。
※償還払いの場合であっても、原則として利用者負担は生じな
い。

適・否

▢ 上記利用料のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域
以外の地域の居宅を訪問してサービスを行う場合、それに要し
た交通費の額以外の支払を利用者から受けていないか。
※保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されない
あいまいな名目による費用の支払を受けることは認められな
い。

▢ その他の費用の額（交通費）に係るサービスの提供に当たって
は、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの
内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得ている
か。
※当該同意については、利用者及び事業者双方の保護の立場か
ら、当該サービスの内容及び費用の額を明示した文書に、利用
者の署名を受けることにより行うものとする。この同意書によ
る確認は利用申込時の重要事項説明に際して包括的な同意を得
ることで足りる。

▢ 指定居宅介護支援その他のサービスの提供に要した費用につき
その支払を受ける際、当該支払をした居宅要介護被保険者に対
し、厚生労働省令で定めるところにより、領収証を交付してい
るか。

▢ 領収証に指定居宅介護支援について居宅要介護被保険者から支
払を受けた費用の額及びその他の費用の額を区分して記載し、
当該その他の費用の額についてはそれぞれ個別の費用ごとに区
分して記載しているか。

８　保険給付の
請求のための証
明書の交付

▢ 提供した指定居宅介護支援について、利用料の支払を受けた場
合は、当該利用料の額等を記載した指定居宅介護支援提供証明
書を利用者に対して交付しているか。

適・否

９　指定居宅介
護支援の基本取
扱方針

▢ 要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するように行われるとと
もに、医療サービスとの連携に十分配慮して行われているか。

適・否

▢ 自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を
図っているか。

10　指定居宅
介護支援の具体
的取扱方針

▢ 指定居宅介護支援の方針は、本主眼事項第１「基本方針」及び
前項「基本取扱方針」に基づき、以下に掲げるところによって
いるか。
※介護サービス計画は、利用者の生活を総合的かつ効果的に支
援するために重要な計画であり、利用者が地域の中で尊厳ある
自立した生活を続けるための利用者本人の計画であることを踏
まえ、わかりやすく記載すること。

適・否

1 ▢ 管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する
業務を担当させているか。
※居宅介護サービス計画の作成に関する業務の主要な過程を介
護支援専門員に担当させること。

2 ▢ サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、
利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、
理解しやすいように説明を行っているか。
※補助業務は事務でも可。
※１人に対し利用者44人が標準とされているが、適切な支援が
できていなければ体制の充実を行うこと。

償還払【有・無】

交通費の設定妥当か

同意が確認できる文書
確認

交通費徴収ある場合、
領収証の交付を確認

事例【有・無】
あれば控え又は様式確
認

自主点検
【有・無】
第三者評価受検
【有・無】
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

2の2 ▢ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利
用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を
除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下
「身体的拘束等」という。）を行っていないか。

2の3 ▢ 上記の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その
際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し
ているか。
※当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため
緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはなら
ず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあって
も、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊
急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたもの
である。
※また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性
及び一時性の３つの要件を満たすことについて、組織等として
これらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、
その具体的な内容について記録しておくことが必要である。な
お、当該記録は、５年間保存しなければならない。

3 ▢ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利
用者の自立した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の
心身又は家族の状況等に応じ、継続的かつ計画的に指定居宅
サービス等の利用が行われるようにしているか。
※支給限度額の枠があることのみをもって、特定の時期に偏っ
て継続が困難な、また必要性に乏しい居宅サービスの利用を助
長するようなことがあってはならない。

4 ▢ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利
用者の日常生活全般を支援する観点から、介護保険サービスだ
けでなく、医療・福祉サービスや地域の自発的な活動等も含め
て位置付け、総合的な計画となるよう努めているか。
※市町村の一般施策（配食・寝具乾燥等）や保健師等による指
導、住民による見守りやボランティア支援、各種医療サービス
や機能訓練など、多様なサービスを含めることが想定される。

5 ▢ 介護支援専門員は、居宅サービス計画作成の開始に当たり、利
用者がサービスを選択できるよう、地域の事業者に関するサー
ビス内容や利用料等の情報を適正に提供しているか。
※複数事業者の紹介を求められた際は誠実に対応すること。特
定の事業者に偏った情報提供や、利用者の選択を経ずに自社系
列のサービスのみを位置付けた計画原案を最初から提示しては
ならない。また、集合住宅の入居者に対し、本人の意思に反し
て同一敷地内の事業者のみを計画に位置付けることも認められ
ない。

6 ▢ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たり、利用者
の能力や生活環境等を適切に評価し、自立に向けた支援におい
て解決すべき課題を把握（アセスメント）しているか。
※課題の把握は、介護支援専門員の主観のみで行わず、国が定
める「課題分析標準項目」に基づいて適切に実施しているか。

7
※減算規程あり

▢ 介護支援専門員は、前項に規定する解決すべき課題の把握（ア
セスメント）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及
びその家族に面接して行っているか。この場合において、介護
支援専門員は、面接の趣旨を利用者及びその家族に対して十分
に説明し、理解を得ているか。（→アセスメントの結果：要記
録保存）
※利用者が入院中であるなど物理的な理由がある場合を除き必
ず利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して行わ
なければならない。
※通所・通院時等居宅以外の面接不可。

時期の偏重がないか
必要性に乏しいサービ
スがないか

介護保険外サービスも
位置付けているか
（医療、配食等）

アセスメントツール
（　　　　　）
独自ツールの場合、23
項目網羅しているか

※支援経過等記録で確
認
１件あたりの
平均訪問時間
　　　分
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

8 ▢ 介護支援専門員は、利用者や家族の希望、アセスメント結果及
び地域の提供体制等を勘案し、解決すべき課題に対応する適切
なサービスを組み合わせた居宅サービス計画の原案を作成して
いるか。
※原案は専門的見地に基づく実現可能な内容とし、利用者の意
向、総合的な援助方針、課題、長短期の目標と達成時期、サー
ビス内容や利用料等を記載すること。
※目標は事業者側の行為ではなく「利用者が到達すべき姿」を
設定し、達成時期に評価を行えるようにすること。

9
※減算規程あり

▢ 介護支援専門員は、サービス担当者会議の開催（テレビ電話等
可。利用者等参加時は要同意）により、利用者の情報を担当者
と共有し、居宅サービス計画原案について専門的な意見を求め
ているか。
※末期がん患者で迅速な対応を要する場合や、日程調整がつか
ない等のやむを得ない理由がある場合は照会等による意見聴取
も可能（理由の記録が必要）。
※照会対応とする場合も、緊密に情報交換を行い計画内容を共
有すること。末期がん患者の場合は、事前に予測される状態変
化と支援の方向性を関係者間で共有しておくことが望ましい。
また、テレビ電話等を利用する際は個人情報保護や安全管理に
関するガイドラインを遵守すること。
※当該会議において検討した項目について、それぞれ検討内容
を記載する。サービス内容だけでなく、サービスの提供方法、
留意点、頻度、時間数、担当者等を具体的に記載する。

10
※減算規程あり

▢ 介護支援専門員は、居宅サービス計画原案について、保険給付
対象の有無を区分した上で利用者又はその家族に説明し、文書
による同意を得ているか。
※説明・同意の対象となる計画原案とは、居宅サービス計画書
の第1表〜第3表、第6表および第7表に相当する全てを指す。

11
※減算規程あり

▢ 介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際には、当該
計画を利用者及び担当サービス事業者に交付しているか。
※一連の作成業務は緊急時等のやむを得ない場合に順序を入れ
替えることも可能だが、その場合も事後速やかに各業務を行
い、必要に応じて計画を見直すこと。

12 ▢ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅
サービス事業者等に対し、個別サービス計画（訪問介護計画
等）の提出を求めているか。
※居宅サービス計画の交付時に個別サービス計画の提出を求
め、両計画の連動性・整合性を確認すること（必要に応じて随
時実施）。なお、サービス担当者会議の前に計画原案を提供
し、個別サービス計画案の提出を求めて事前に情報共有・調整
を図ることも有効である。

13 ▢ 介護支援専門員は、居宅サービス計画作成後も実施状況の把握
（継続的アセスメント含む）を行い、必要に応じて計画変更や
サービス事業者等との連絡調整（記録の保存が必要）を行って
いるか。
※利用者の課題変化を早期に把握できるようサービス事業者と
緊密に連携し、課題の変化が生じた際に円滑に連絡が行われる
体制の整備に努めること。

13の2 ▢ 介護支援専門員は、事業者等から得た利用者の心身・生活情報
のうち、必要と認めるものを利用者の同意を得て主治の医師等
や薬剤師に提供しているか。
※主治医は認定意見書の記載医に限られない。服薬トラブル
（残薬・誤服・拒否等）、口腔・皮膚・排泄・体重の変化、リ
ハビリの必要性など、医療サービスの検討に有効な情報を把握
した場合は主治医等へ共有すること。

あくまで本人希望優先
（安易に家族希望のみ
反映させないこと）

長期及び短期目標・達
成時期が記載されてい
るか

・やむを得ない理由が
ある場合を除き、サー
ビス事業者全員参加が
必要
・やむを得ない理由の
場合でも意見照会が必
要
＜要記録書類＞
･担当者会議開催記録
･意見照会結果記録 等

やむを得ない理由の確
認

文書同意を確認
原案全体についての説
明し、同意を得たこと
が確認できるか
第2表と第3表は整合し
ているか

交付したことが記録で
確認できるか

全事業所担当者に交付
したことが記録で確認
できるか
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

14
※減算規程あり

▢ 介護支援専門員は、継続的に関係者と連絡を行い、特段の事情
のない限り、少なくとも月1回利用者の居宅を訪問して面接
し、モニタリング結果を毎月記録しているか。（特段の事情に
より訪問できない場合は、具体的な理由の記録が必要）
【オンライン（テレビ電話等）によるモニタリングの要件】
・2月に1回以上の居宅訪問を前提に、訪問しない月についてテ
レビ電話等による面接が可能。
・メリット・デメリットの丁寧な説明と文書同意が必要（認知
機能低下等で同意・意思疎通が困難な者は対象外）。
・サービス担当者会議等で関係者（主治医・事業者等）の合意
を得ること（心身や住環境の安定、意思疎通の可否、事業者か
らの情報補完等）。合意過程は記録を残すこと。
・状態変化時は速やかに訪問面接へ切り替えること。個人情報
保護等のガイドラインを遵守し、事業者への情報収集依頼時は
過度な負担とならないよう配慮すること。

▢ 居宅介護支援事業所が保存するサービス利用票（控）に、利用
者の確認を受けているか。

15
※減算規程あり

▢ 介護支援専門員は、利用者が要介護更新認定または区分変更認
定を受けた際、サービス担当者会議を開催し、居宅サービス計
画の変更の必要性について担当者から専門的意見を求めている
か。
※日程調整がつかない等のやむを得ない事情がある場合は、照
会等による意見聴取も可能。
※意見聴取の結果、計画の変更を行わないこととなった場合で
あっても、担当者から得た意見や検討内容を必ず記録に残すこ
と。

16 ▢ 介護支援専門員は、居宅サービス計画を変更する際、計画作成
時の一連のプロセス（アセスメント、担当者会議、説明・同
意・交付等）を準用しているか。
※サービス提供日時の変更など軽微な変更（一連の業務が不要
と判断されるもの）については、一連の手続を省略することが
できる（課題の変化には要留意）。
※「利用者の状態に大きな変化が見られない」との判断は、モ
ニタリングを踏まえた事業者間の合意を前提とし、健康状態、
ADL・IADL、認知機能、BPSD等の各種課題分析項目を総合的
に勘案して行うこと。

17 ▢ 介護支援専門員は、居宅での日常生活継続が困難となった場合
や利用者が施設入所等を希望する場合には、介護保険施設への
紹介その他の便宜を提供しているか。
※各介護保険施設の医療機能等の違いを考慮し、施設紹介に当
たっては主治医の意見を参考にし、必要に応じて意見を求める
こと。

18 ▢ 介護支援専門員は、介護保険施設等から退院・退所しようとす
る要介護者から依頼があった場合、居宅における生活へ円滑に
移行できるよう、あらかじめ居宅サービス計画の作成等の援助
を行っているか。

18の2 ▢ 介護支援専門員は、基準回数（要介護1：27回、要介護2：34
回、要介護3：43回、要介護4：38回、要介護5：31回/月）以上
の訪問介護（生活援助中心）を計画に位置付ける際、妥当性を
検討して理由を計画に記載し、翌月末までに舞鶴市長へ届け出
ているか。
※自立支援・重度化防止等の観点から、市が地域ケア会議や専
門職が参加するサービス担当者会議等で内容を検証する。
※一度市の検証を受けた居宅サービス計画について、内容に変
更がない場合の次回届出は1年後で差し支えない。

モニタリング
①利用者やその家族の
意向・満足度等、②目
標の達成度、③事業者
との調整内容、④居宅
サービス計画の変更の
必要性等、漫然と記載
するのではなく、項目
ごとに整理して記載す
ること。

一件あたりの
平均訪問時間
　　　　分

直ちに対処しているか
開催（事業者全員参
加）や、やむ得ない場
合の意見照会を記録確
認（開催及び照会時期
が遅れていないか）

やむを得ない理由の確
認

計画を変更しなかった
場合の記録確認（軽微
な変更と判断した根拠
の記載、アセスメント
の結果、ニーズの変化
はないか、本人・家族
及びサービス事業所へ
の確認、・ケアプラン
の交付を行っていない
場合の対応方法）
変更事例で確認
利用者の希望により変
更したことを記録で確
認

施設との連携（施設か
らの情報提供）ができ
ているか実例で確認
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

18の3 ▢ 介護支援専門員は、区分支給限度基準額に対するサービス費総
額の割合が70％以上、かつサービス費総額に対する訪問介護の
割合が60％以上となる基準に該当し、市からの求めがあった場
合、訪問介護が必要な理由等を計画に記載し、舞鶴市へ届け出
ているか。
※該当月（同意・交付を行った月）に作成または変更（軽微な
変更を除く）した居宅サービス計画。
※自立支援・重度化防止等の観点から、市が地域ケア会議やリ
ハ専門職等が参加するサービス担当者会議等で検証を行う。
※一度市の検証を受けた居宅サービス計画について、内容に変
更がない場合の次回届出は1年後で差し支えない。

19 ▢ 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーショ
ン等の医療サービスの利用を希望している場合その他必要な場
合には利用者の同意を得て、主治の医師又は歯科医師の意見を
求めているか。

19の2 ▢ 介護支援専門員は、医療サービス（訪問看護、訪問/通所リハ、
居宅療養管理指導等）を位置付けた居宅サービス計画を作成し
た際、意見を求めた主治の医師等へ当該計画を交付している
か。また、示された医学的留意事項を尊重して支援を行ってい
るか。
※対面のほか、郵送やメール等による交付も可能。
※要介護認定用の主治医意見書記載医に限らない（退院後リハ
の早期開始のため入院中の医師の意見を踏まえる場合なども含
む）。
※医療サービス以外のサービスを位置付ける場合であっても、
主治の医師等から医学的観点からの留意事項が示されていると
きは、これを尊重してケアマネジメントを行うこと。

20 ▢ 介護支援専門員は、訪問看護や通所リハ等の医療サービスを計
画に位置付ける際、主治医等の指示を確認して行っているか。
また、医療以外のサービスを位置付ける場合も、主治医からの
医学的留意事項が示されているときはこれを尊重して行ってい
るか。

21 ▢ 介護支援専門員は、短期入所サービス（ショートステイ）を計
画に位置付ける際、利用者の在宅生活維持に留意し、利用日数
が要介護認定の有効期間のおおむね半数を超えないようにして
いるか。
※「有効期間のおおむね半数」という目安は機械的なものでは
なく、利用者の心身状況や在宅生活維持の必要性に応じて弾力
的に運用すること。
※本人・家族の意向や状態に照らし、特に必要と認められる場
合は、この目安を超える日数を計画に位置付けることも可能で
ある。

市町村からの提出の求
めがあった事例
【有・無】

訪問介護の割合

支給限度基準額に占め
る割合

主治医指示をどうやっ
て確認しているか
指示があったことを記
録で確認できるか

短期利用に偏重した計
画があるか
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

22 ▢ 介護支援専門員は、福祉用具貸与や特定福祉用具販売を居宅
サービス計画に位置付ける際、その妥当性を検討して理由を記
載し、作成後も必要に応じてサービス担当者会議等で継続の必
要性を検証した上で理由を再記載しているか。
※サービス担当者会議での検討および理由の記載が必須。選択
対象品目の場合は貸与・販売のメリット・デメリット等の情報
を提供し利用者に選択させるとともに、医師やリハ職等の意見
（意見書・診療情報・所見等）を踏まえて判断すること。
※必要に応じて随時サービス担当者会議を開催し、専門的意見
やモニタリング結果を踏まえて必要性を検証・再記載するこ
と。なお、貸与から販売への変更は内容により「軽微な変更」
として扱うことが可能。
※認定調査票の写し等で対象の状態像を満たすか確認（同意を
得て事業者へも共有）すること。医師の所見に基づく判断が必
要な場合は、所見内容および医師名を計画に記載し、必要に応
じて事業者へ情報提供すること。

23 ▢ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位
置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計
画に特定福祉用具販売が必要な理由を記載しているか。

24 ▢ 介護支援専門員は、利用者が提示する被保険者証に、認定審査
会意見又は居宅サービス若しくは地域密着型サービスの種類に
ついての記載がある場合には、利用者にその趣旨を説明し、理
解を得たうえで、その内容に沿って居宅サービス計画を作成し
ているか。

25 ▢ 介護支援専門員は、要介護認定を受けている利用者が要支援認
定を受けた場合には、指定介護予防支援事業者と当該利用者に
係る必要な情報を提供する等の連携を図っているか。

26 ▢ 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者
から指定介護予防支援の業務の委託を受けるに当たっては、そ
の業務量等を勘案し、当該指定居宅介護支援事業所が行う指定
居宅介護支援の業務が適正に実施できるよう配慮しているか。

27 ▢ 指定居宅介護支援事業者は、地域ケア会議から適切な支援や地
域支援体制検討のための資料提供・意見開陳等の協力求めが
あった際、これに協力するよう努めているか。
※地域ケア会議から個別のケアマネジメント事例の提供を求め
られた場合についても、事業者は積極的に協力するよう努める
こと。

11　法定代理
受領サービスに
係る報告

▢ 毎月、市町村又は国民健康保険団体連合会に対し、居宅サービ
ス計画において位置付けられている指定居宅サービス等のうち
法定代理受領サービスとして位置付けたものに関する情報を記
載した文書を提出しているか。

適・否

▢ 居宅サービス計画に位置付けられている基準該当居宅サービス
に係る特例居宅介護サービス費の支給に係る事務に必要な情報
を記載した文書を、市町村又は国民健康保険団体連合会に対し
て提出しているか。

12　利用者に
対する居宅サー
ビス計画等の書
類の交付

▢ 利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合、要介
護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合その他利
用者からの申出があった場合には、当該利用者に対し、直近の
居宅サービス計画及びその実施状況に関する書類を交付してい
るか。

適・否

13　利用者に
関する市町村へ
の通知

▢ 指定居宅介護支援を受けている利用者が、正当な理由なく指示
に従わず要介護状態を悪化させた場合や、不正行為により保険
給付を受けようとした場合、遅滞なく意見を付して市町村に通
知（記録保存）しているか。

適・否

・貸与が必要な理由の
記録確認
・担当者会議の開催確
認（意見照会は想定さ
れていない）
・調査票写し確認
・事業者への文書送付
を記録で確認
・利用者販売が必要な
理由の記録確認
・意見又は記載がある
事例の有無
　あれば該当者計画確
認
・福祉用具専門相談員
からモニタリングに関
する情報提供があった
後、速やかに居宅サー
ビス計画等の見直し又
は継続理由の記録につ
いて確認

介護予防受託件数
　　　　件

給付管理票

事例【有・無】
入所の場合等交付必要

事例【有・無】
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

14　管理者の
責務

▢ 管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員その
他の従業者の管理、指定居宅介護支援利用の申込みに係る調
整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行っている
か。

適・否

▢ 管理者は、指定居宅介護支援事業所の従業者に対し、運営基準
等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行っているか。
※利用者本位の支援に向け、職員管理、利用調整、業務状況の
把握等を一元的に行い、基準遵守に必要な指揮命令を行うこ
と。
※日頃から業務の適正執行を把握するとともに、従業者の資質
向上や健康管理、ワーク・ライフ・バランスに配慮した働きや
すい職場環境を整備すること。

15　運営規程 ▢ 事業所ごとに次に掲げる運営規程を定めているか。
一　事業の目的及び運営の方針
二　従業者の職種、員数及び職務の内容
三　営業日及び営業時間
四　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の内容及び利用料
その他の費用の額
五　通常の事業の実施地域
六　緊急時等における対応方法
七　合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法
八　虐待の防止のための措置に関する事項
九　その他運営に関する重要事項

適・否

16　勤務体制
の確保

▢ 指定居宅介護支援事業所ごとに、適切なサービス提供ができる
よう従業者等の勤務体制を定めているか。
※原則として月ごとの勤務表を作成し、介護支援専門員の日々
の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確
にすること。

適・否

▢ 事業所ごとに、当該事業所の介護支援専門員に指定居宅介護支
援業務（補助業務を除く）を担当させているか。
※当該事業所の管理者の指揮命令が介護支援専門員に及ぶこと
が要件であり、必ずしも雇用契約関係のみに限定されるもので
はない。

▢ 介護支援専門員の資質向上のため、研修の機会を確保している
か。
※より適切な指定居宅介護支援を提供するため、事業者は介護
支援専門員の資質向上を図る研修の機会を確実に確保しなけれ
ばならない。

▢ 適切な指定居宅介護支援の提供を確保するため、セクハラやパ
ワハラ等により介護支援専門員の就業環境が害されることを防
ぐ方針の明確化や、必要な措置を講じているか。
※事業主が講ずべき措置と望ましい取組：
・ハラスメント防止措置（必須）：ハラスメント禁止の方針の
明確化・周知啓発、および相談窓口（担当者）の設定・周知を
行うこと（利用者・家族からのセクハラ等も含む）。
・カスタマーハラスメント対策（推奨）：利用者や家族等から
の著しい迷惑行為等を防ぐため、相談体制の整備、被害者への
配慮（1人で対応させない等）、国が示すマニュアル・研修等を
参考にした対策を行うことが望ましい。

17　業務継続
計画の策定等

▢

▢

▢
▢

感染症や非常災害発生時にサービスを継続・早期再開するため
の業務継続計画（BCP）を策定し、必要な措置を講じている
か。
従業者へのBCP周知、定期的な研修及び訓練（シミュレーショ
ン・年1回以上）を実施しているか。
定期的にBCPの見直し・変更を行っているか。
指定居宅介護支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを
行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行っているか。

適・否

管理者が状況を把握で
きているか（質問に答
えられるか）

□その他の費用額の明
示あるか

□通常の事業実施地域
は実態に即しているか
具体的な記載か

□重要事項説明書と不
整合ないか

実際に使用中の勤務表
確認→あり

研修実施状況（内部・
外部）
記録　
【有・無】

カスタマーハラスメン
ト対策の実施
【有・無】

《感染症》
計画策定
【 有 ・ 無 】
研修　　　　月　　日
訓練　　　　月　　日
《非常災害》
計画策定
【 有 ・ 無 】
研修　　　　月　　日
訓練　　　　月　　日
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

18　設備及び
備品等

▢

▢

事業の運営を行うために必要な広さを有する専用の区画を設け
ているか。
プライバシーが確保された相談室（専用の部屋がない場合は
パーテーション等で仕切られたスペース）等を確保している
か。

適・否

19　従業者の
健康管理

▢ 介護支援専門員の清潔の保持及び健康状態について、必要な管
理を行っているか。

適・否

20　感染症の
予防及びまん延
の防止のための
措置

▢

▢

従業者の清潔保持・健康状態の管理、設備・備品等の衛生管理
を行っているか。
感染症の発生・まん延防止措置（①感染対策委員会の概ね6月
に1回以上の開催・周知、②指針の整備、③定期的な研修及び
訓練の実施）を講じているか。

適・否

21　掲示・ウェ
ブサイト掲載

▢

▢

事業所の見やすい場所又は閲覧可能なファイル等により、重要
事項を掲示しているか。
原則として、重要事項をウェブサイト（自社HPまたは介護
サービス情報公表システム等）に掲載しているか。

適・否

22　秘密保持 ▢

▢
▢

従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又は
その家族の秘密を漏らしていけないことを理解しているか。
業務上知り得た利用者・家族の秘密保持措置を講じているか。
サービス担当者会議等で個人情報を用いる場合、あらかじめ文
書による同意を得ているか。

適・否

▢ サービス担当者会議等で個人情報を用いる際、利用者の同意
を、家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらか
じめ文書により得ているか。
※この同意は、サービス開始時に利用者および家族の代表者か
ら、連携するサービス担当者間で個人情報を用いることについ
て、あらかじめ包括的に文書同意を得ておけば足りる。

23　広告 ▢ 当該事業所について広告をする場合においては、その内容が虚
偽又は誇大なものになっていないか。

適・否

24　居宅サー
ビス事業者等か
らの利益収受の
禁止等

▢ 居宅介護支援事業者および管理者は、居宅サービス計画の作成
や変更にあたり、介護支援専門員に対して特定事業者のサービ
スを位置付けるよう指示等を行っていないか。
※特定の居宅サービス事業者のサービスを優先して組み込むよ
う、事業者や管理者が指示・誘導を行ってはならない。
※居宅介護支援費の加算を取得するためだけに、利用者の解決
すべき課題にそぐわないサービスを計画に位置付けるよう指示
等を行ってはならない。

適・否

▢ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成や変更にあたり、
利用者に対して特定の居宅サービス事業者によるサービスを利
用するよう指示等を行っていないか。
※利用者の意思決定に基づき選択されるべきものであり、特定
の事業者のサービスを利用するよう指示や強要を行ってはなら
ない。
※加算目的の不適切な位置付け禁止：居宅介護支援費の加算を
取得するためだけに、利用者の解決すべき課題にそぐわない
サービスを計画に位置付けてはならない。

▢ 当該事業者及びその従業者は、居宅サービス計画の作成又は変
更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等による
サービスを利用させることの対償として、当該居宅サービス事
業者等から金品その他の財産上の利益を収受していないか。

委員会　　　月　　日
　　　　　　月　　日
指針の整備
【 有 ・ 無 】
研修　　　　月　　日
訓練　　　　月　　日
担当者名：

同意文書確認

広告【有・無】
あれば内容確認
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

25　苦情処理 ▢ 自ら提供したサービスや居宅サービス計画に位置付けたサービ
スについて、利用者・家族からの苦情に迅速かつ適切に対応し
ているか。
※利用者やその家族、指定居宅サービス事業者等から事情を丁
寧に聞き取り、苦情に係る問題点を正確に把握すること。
※把握した問題点に対して適切な対応策を検討し、必要に応じ
て利用者に対して誠実に説明を行うこと。

適・否

▢ 苦情を受け付けた場合、当該苦情の内容等を記録（※保存必
須）しているか。
※苦情をサービスの質向上のための重要な情報と捉え、苦情内
容を踏まえた具体的な改善や品質向上に自ら取り組むこと。

▢ 自ら提供したサービスに関し、市町村による文書等の提出・提
示求めや質問等に応じているか。また、苦情に係る市町村の調
査に協力し、指導や助言を受けた場合は必要な改善を行ってい
るか。
※介護保険法第23条に基づく文書の提出・提示求めや、職員の
質問・照会に対して適切に応じること。
※利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に全面的に協力
し、指導や助言を受けた場合は指示に従って速やかに必要な改
善を講じること。

▢ 市町村からの求めがあった場合には、上記改善の内容を市町村
に報告しているか。

▢ 居宅サービス計画に位置付けたサービスに関する国保連（国民
健康保険団体連合会）への苦情申立てについて、利用者に必要
な援助を行っているか。また、国保連の調査への協力、指導・
助言に基づく改善、求めに応じた改善内容の報告を行っている
か。
※苦情処理のための措置の概要（相談窓口の連絡先、苦情処理
の体制および手順等）を、利用申込者への説明文書に記載する
とともに、事業所内に掲示し、かつウェブサイトにも掲載して
公表すること。

26　事故発生
時の対応

▢ 利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した
場合には速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うととも
に、必要な措置を講じているか。
※事故が発生した場合の対応方法について、あらかじめ定めて
おくことが望ましい。

適・否

▢ 上記事故の状況及び事故に際して採った処置を記録している
か。（→要記録保存）

▢ 利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故
が発生した場合には、損害賠償を速やかに行っているか。
※損害賠償保険に加入しておくか又は賠償資力を有することが
望ましい。

▢ 事故が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対
策を講じているか。

27　虐待の防
止

▢ 虐待防止措置（①対策委員会の定期開催・周知、②指針の整
備、③年1回以上の研修実施、④担当者の配置）を適切に講じ
ているか。

適・否

28　会計の区
分

▢ 事業所ごとに経理を区分するとともに、指定居宅介護支援の事
業の会計とその他の事業の会計とを区分しているか。

適・否

▢ 具体的な会計処理の方法については、別に通知された「介護保
険の給付対象事業における会計の区分について」に沿って適切
に行われているか。

マニュアル【有・無】
一次窓口確認

事例【有・無】
直近事例
（　　　年　　月）

事例【有・無】
直近事例
（　　　年　　月）

マニュアル【有・無】
従業者への周知方法

事例確認

賠償保険加入
【有・無】
保険名：

委員会定期開催
【 有 ・ 無 】
指針の整備
【 有 ・ 無 】
研修　　　　月　　日
担当者名：
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

29　記録の整
備

▢ 従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備している
か。

適・否

▢ 利用者に対するサービス提供に関する諸記録（居宅介護支援台
帳、連絡調整、身体拘束、市町村通知、苦情、事故等の記録）
を整備し、サービスの完結の日から5年間保存しているか。
※契約終了（解約・解除、他施設入所、利用者の死亡、自立
等）により、一連のサービス提供が終了した日を指す。
保存すべき主な記録（5年間）：
・居宅介護支援台帳（居宅サービス計画、アセスメント結果、
担当者会議等の記録、モニタリング結果）
・連絡・通知の記録（事業者との連絡調整記録、市町村への通
知記録）
・リスク・緊急対応等の記録（身体拘束等の態様・時間・理由
等、苦情の内容等、事故発生時の状況・処置）

30　電磁的記
録等

▢ 指定居宅介護支援事業者等は、書面で行うこととされている書
類の作成・保存を電磁的記録により行い、交付・説明・同意等
の手続についてあらかじめ相手方の承諾を得て電磁的方法によ
り行っているか。
※PCへのファイル保存やスキャナ保存等の方法により行うこと
（※被保険者証等を除く）。
※事前承諾のもと、電子メールによる同意確認や電子署名を活
用した契約締結等により行うこと。
※「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの
ためのガイダンス」および「医療情報システムの安全管理に関
するガイドライン」等を遵守すること。

適・否

第４　変更の届
出等

１　名称及び所
在地等の変更の
届出

▢ 事業所の名称・所在地、申請者情報、定款等、事業所の平面
図、管理者情報、運営規程、および請求に関する事項に変更が
あったときは、10日以内に舞鶴市長に届け出ているか。

適・否

２ 事業の廃
止、休止又は再
開の届出

▢ 事業を廃止、休止、または再開したときは、年月日、理由、現
利用者に対する引き継ぎ等の措置、休止予定期間などの必要事
項を明記し、10日以内に舞鶴市長に届け出ているか。

適・否

第５　介護給付
費の算定及び取
扱い
１　基本的事項

▢ 事業に要する費用の額が、給付費単位数表の単位数および1単
位の単価に基づき適切に算定され、1円未満の端数を切り捨て
て計算しているか。
※「給付費単位数表の単位数」×「1単位の単価」で算出し、
算出された額に1円未満の端数がある場合は切り捨てること。
※10円に、事業所の所在地に応じた地域区分およびサービス種
類の割合を乗じた額とする。

適・否

２　居宅介護支
援費

▢ 告示に定める「給付費単位数表」および地域区分等に応じた「
1単位の単価」に基づき、適正に算定しているか。
算定額に1円未満の端数がある場合、切り捨てて計算している
か。
※事業所が所在する地域の単価割合を正しく適用すること。

適・否

▢ 常勤換算ケアマネ1人あたりの「取扱件数」を正しく算出し、
件数に応じた区分（ⅰ～ⅲ）で算定しているか。
契約日が古い順から順次、基本枠（ⅰ）を割り当てているか。
※取扱件数＝(月末給付管理数 ＋ 委託予防数×1/3) ÷ 常勤換算
ケアマネ数
※区分基準（ケアマネ1人当たり件数）：
- 居宅(Ⅰ)：45未満(ⅰ)／45～60未満(ⅱ)／60以上(ⅲ)
- 居宅(Ⅱ)：50未満(ⅰ)／50～60未満(ⅱ)／60以上(ⅲ)

各項目で確認

舞鶴市＝10円

月末給付管理数
［　　　 ］件
委託予防数
［　　　 ］件
（×1/3）

ケアマネ数
（常勤換算）：
［　　　 ］人
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

▢
【居宅介護支援費（Ⅱ）の算定要件】
「ケアプランデータ連携システム」の活用および「事務職員の
配置」の双方を満たして算定しているか。
※データ連携システム：利用申請＋ソフトインストールで要件
充足（連携実績は不問）。
※事務職員：非常勤や同一法人内の配置も可（勤務時間の特段
の指定なし）。

▢
【月途中における異動等に伴う取扱い】
死亡・入所、事業者変更、要介護度変更、市町村転出等の異動
が発生した場合、適切な区分・方法で請求しているか。
・死亡・入所等：支援を実施し月末に給付管理票を提出してい
れば算定可。
・事業者変更：変更後の事業者のみ算定。
・要介護度変更：月末時点の要介護度区分で請求。
・他市町村転出：転出前後でそれぞれ給付管理票を作成・算
定。

３　サービス利
用票を作成した
月において利用
実績がない場合

▢ サービス利用票の未作成月や利用実績のない月は居宅介護支援
費を請求できないが、病院等からの退院・退所者で「回復の見
込みなし」と医師が診断した者に対し、モニタリング等のケア
マネジメントを行い書類を整備した場合は請求しているか。
※医師が回復の見込みがないと診断した退院・退所者等に対
し、適切なケアマネジメントを実施し、給付管理票作成に必要
な書類等を整備している場合は算定可能。
※算定理由を適切に説明できるよう、ケアプラン等へ記録を
しっかりと残し、関連書類を事業所で適切に保管・管理するこ
と。

適・否

４　高齢者虐待
防止措置未実施
減算

▢ 基準に定める措置（委員会開催、指針整備、研修実施、担当者
配置）を満たさない事実が生じた場合、所定単位数の100分の1
を減算しているか。

適・否

５　業務継続計
画未策定減算

▢ 業務継続計画（BCP）未策定、周知・研修・訓練未実施等の基
準を満たさない場合、所定単位数の100分の1を減算している
か。

適・否

６　事業所と同
一建物の利用者
又はこれ以外の
同一建物の利用
者20人以上に
居宅介護支援を
行う場合

▢ 同一敷地内建物等に居住する利用者、または同一建物に月20人
以上居住する利用者に指定居宅介護支援を行った場合、所定単
位数の95％（5%減算）を算定しているか。
※同一敷地内建物等の定義：事業所と構造上一体的な建物（1
階設置や渡り廊下接続等）や、同一・隣接敷地内にある建物
（幅員の狭い道路を挟む場合等を含む）。
※同一建物20人以上の定義：同一敷地内等以外の建物で、1か
月の給付管理票ベースで20人以上の利用者が居住する建物（別
棟や隣接建物の合算は不可）。
※運営法人の扱い：建物の管理・運営法人が指定居宅介護支援
事業者と異なる場合であっても対象となる。
※位置関係だけでなく、業務の効率化につながるかで判断す
る。広大な敷地に点在している場合や、河川等により大幅な迂
回が必要な場合など、効率化につながらないケースは減算対象
外とする。

適・否

取扱件数（1人平均）
［　　　 ］件

算定区分の選択
(Ⅰ・Ⅱ)

連携システム利用申
請・導入済
事務職員配置：
【 有 ・ 無 】
有の場合
氏名：

該当【有・無】

・退院・退所者か
・回復の見込みがない
との診断はあるか
・記録はあるか

該当【有・無】

該当【有・無】

該当【有・無】
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

７　運営基準減
算

▢ 運営基準を満たさない場合は所定単位数の50％を算定し、減算
が2か月以上継続した場合は報酬を算定できない扱い（算定不
可）としているか。
【減算対象となる具体的な事由（契約月〜解消前月まで適
用）】
・開始時の説明不足：利用開始時に「複数の事業者等を紹介請
求できる」旨を説明していない。
・訪問面接の未実施：計画の新規作成・変更時に居宅を訪問し
て面接していない。
・サービス担当者会議等の未開催：新規作成時、更新認定時、
要介護度変更認定時に会議等を行っていない（※やむを得ない
事情がある場合を除く）。
・説明・同意・交付の不備：計画原案の説明、文書での同意取
得、利用者および担当者への計画交付を行っていない。
・モニタリングの不備・記録漏れ：適切な方法（原則月1回の
居宅訪問。ICT活用時は2か月に1回の居宅訪問＋医師・担当者
等の合意＋事前文書同意）で面接していない。モニタリング結
果の記録なしが1か月以上継続している。
※減算状態が2か月以上継続した場合、該当期間は居宅介護支
援費自体が算定不可となる。
※減算時、特定事業所加算及び初回加算算定不可。
※指導に従わず改善が見られない事業所は、指定取消しの検討
対象となる。

適・否

８　特別地域居
宅介護支援加算

▢ 厚生労働省告示（平成24年告示第120号）で指定された地域に
所在する事業所の介護支援専門員が指定居宅介護支援を行った
場合、特別地域居宅介護支援加算（15%加算）を適切に算定し
ているか。

適・否

９　中山間地域
等小規模事業所
加算

▢ 厚生労働大臣が定める地域に所在し、1か月あたりの平均実利
用者数が20人以下の事業所が指定居宅介護支援を行った場合、
所定単位数の100分の10（10%加算）を算定しているか。
※前年度（3月を除く）の1か月平均実利用者数が20人以下であ
ること（実績6か月未満や新設・再開事業所は直近3か月の平均
を用い、4か月目から届出可能）。
※毎月平均実利用者数を記録し、基準（20人）を超過した場合
は直ちに届け出ること。

適・否

10　中山間地
域等サービス提
供加算

▢ 厚生労働大臣が定める地域（平21厚告83のニ）に居住している
利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えて指定居宅介護
支援を行った場合、所定単位数の100分の5（5%加算）を算定
しているか。

適・否

該当【有・無】
運営基準の各項目が達
成できていたか

計画作成件数に占める
減算割合
50/100（約   　   ％）
0/100（約      　％）

算定【有・無】
該当地域に事業所があ
るか

算定【有・無】
該当地域に事業所があ
るか

１月当たり実利用者数
　　　　　　人

月ごとの記録確認

算定【有・無】
該当地域に居住してい
るか
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

11　特定事業
所集中減算

▢ 正当な理由なく、前6か月間に作成した居宅サービス計画にお
いて、訪問介護・通所介護・福祉用具貸与・地域密着型通所介
護のいずれかで同一法人（紹介率最高法人）の割合が80%を超
えている場合、特定事業所集中減算（1月につき200単位減算）
を適用しているか。
【判定期間と減算適用期間】
・前期（3月1日〜8月末日）⇒ 適用：10月1日〜3月31日（提出
期限：9月15日）
・後期（9月1日〜2月末日）⇒ 適用：4月1日〜9月30日（提出
期限：3月15日）
※計算式：当該サービスに係る紹介率最高法人の計画数 ÷ 当
該サービスを位置付けた計画数
※80%を超えた場合は舞鶴市長に書類を提出。80%以下の事業
者も含め、判定書類は5年間保存すること。
【正当な理由（減算対象外となる例）】
・通常の実施地域の対象事業所数が5未満（サービス種別ご
と）。
・特別地域居宅介護支援加算を取得している。
・1か月当たりの平均居宅サービス計画数が20件以下（小規
模）。
・該当サービスが位置付けられた計画が1か月平均10件以下
（利用少数）。
・サービスの質を理由とする利用者希望（理由書の提出＋地域
ケア会議等での意見・助言等の手続きを実施）。
・その他、舞鶴市長が認めた場合。

適・否

12　初回加算 ▢ 新規に居宅サービス計画を作成する場合など、別に厚生労働大
臣が定める基準に適合する場合は、初回加算（1月につき300単
位）を加算しているか。（運営基準減算に該当する場合は算定
不可）
【算定要件（以下のいずれかに該当する場合）】
・新規に居宅サービス計画を作成する場合
・要支援者が要介護認定を受けて居宅サービス計画を作成する
場合
・要介護状態区分が2区分以上変更された場合

適・否

13　特定事業
所加算

▢ 基準に適合し舞鶴市長に届け出た事業所において、質の高いケ
アマネジメントや支援困難ケース等への対応を実施している場
合、所定の特定事業所加算（Ⅰ〜Ⅲ、Ａ）を算定しているか。
（※重複算定は不可）

適・否

【加算区分と単位数】（1月につき）
特定事業所加算（Ⅰ）：519単位
特定事業所加算（Ⅱ）：421単位
特定事業所加算（Ⅲ）：323単位
特定事業所加算（Ａ）：114単位

【各区分の主な人員・要件基準】
加算（Ⅰ）：主任ケアマネ2名以上（常勤専従）＋ ケアマネ3名
以上（常勤専従）／ 要介護3〜5の割合が40%以上
加算（Ⅱ）：主任ケアマネ1名以上（常勤専従）＋ ケアマネ3名
以上（常勤専従）
加算（Ⅲ）：主任ケアマネ1名以上（常勤専従）＋ ケアマネ2名
以上（常勤）
加算（Ａ）：主任ケアマネ1名以上（常勤専従）＋ ケアマネ1名
以上（常勤専従）＋ ケアマネ常勤換算1以上（※24時間体制や
研修等は他事業所との連携も可能）

該当【有・無】

届出がされているか
届出不要の場合も算定
結果の保存（５年間）
が必要

正当な理由がある場
合、判定期間毎に舞鶴
市長に提出しているか

算定【有・無】

H21Ｑ＆ＡVol.1　問
62
「新規」の場合、過去
２月以上提供していな
いか確認

算定【有・無】
（有の場合　Ⅰ・Ⅱ・
Ⅲ・A）

主任ケアマネ
（　　　　　　　　）
（　　　　　　　　）
（　　　　　　　　）

 要介護3〜5の割合
（　　　　）％
=(     )人/(     )人
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

【全区分共通の主な体制・運営要件】
①会議・研修：週1回程度の定例会議開催・記録保存（5年）、
計画的な社内研修の実施、他法人との共同事例検討会等の実施
（年間の計画策定が必要）。
②対応体制・連携：24時間連絡体制の確保、地域包括からの支
援困難ケースの受入、他制度（ヤングケアラー、障害、困窮
等）の研修参加、実務研修実習への協力体制。
③運営条件：集中減算の適用がないこと、ケアマネ1人あたり
の取扱件数が45件未満（居宅Ⅱ算定時は50件未満）、イン
フォーマルサービス等を含む包括的な計画作成。
④記録・周知：毎月末までに基準遵守状況の記録を作成・保存
（5年）し、利用者へ加算取得旨の説明・情報提供を行うこ
と。

14　特定事業
所医療介護連携
加算

▢ 基準に適合し舞鶴市長に届け出た事業所において、医療機関等
との高度な連携体制を有している場合、特定事業所医療介護連
携加算（1月につき125単位）を算定しているか。
【算定要件（以下のすべてに適合すること）】
・評価対象期間（前々年度3月〜前年度2月）における病院・施
設等との連携回数が合計35回以上（※加算算定回数ではなく連
携回数）。
・評価対象期間におけるターミナルケアマネジメント加算の算
定回数が合計15回以上。
・特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）または（Ⅲ）を算定している
こと

適・否

15　入院時情
報連携加算

▢ 利用者が病院・診療所に入院する際、医療機関職員へ心身の状
況等の必要な情報を提供した場合、提供時期に応じた入院時情
報連携加算を算定しているか。（※利用者1人につき月1回限
度、重複算定不可）
【算定区分・情報提供時期】
・入院時情報連携加算（Ⅰ）［250単位］：入院日当日までに
提供（※入院前の事前提供、営業時間外入院の場合の翌日提供
を含む）
・入院時情報連携加算（Ⅱ）［200単位］：入院日の翌日また
は翌々日までに提供（※営業時間外・定休日の考慮あり）
※提供する必要な情報：入院日、心身の状況（疾患・認知症
等）、生活環境（家族構成・介護状況等）、サービス利用状況
※記録・提出手段：提供日時・場所・内容・手段（面談、FAX
等）を居宅サービス計画等に記録すること

適・否

算定【有・無】

病院・施設等との連携
回数
（　　）回

ターミナルケアマネジ
メント加算の算定回数
（　　　）回
根拠書類等

算定【有・無】
情報提供様式
【有・無】
（　　　　　　　　
　）
記録で確認
□提供日
（入院日当日）
（入院した日の翌日又
は翌々日）
□提供手段
（面談・FAX等）
□情報提供内容
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

16　退院・退
所加算

▢ 病院・施設等からの退院・退所時に職員と面談し情報提供を受
けた上で、計画作成および利用調整を行った場合、連携回数や
方法に応じた退院・退所加算を算定しているか。（※入院・入
所期間中1回限度。他区分や初回加算との重複算定不可）
【算定区分・単位数】
・退院・退所加算（Ⅰ）イ［450単位］：情報提供1回（カン
ファレンス以外）
・退院・退所加算（Ⅰ）ロ［600単位］：情報提供1回（カン
ファレンス）
・退院・退所加算（Ⅱ）イ［600単位］：情報提供2回以上（カ
ンファレンス以外）
・退院・退所加算（Ⅱ）ロ［750単位］：情報提供2回（うち1
回以上カンファレンス）
・退院・退所加算（Ⅲ）［900単位］：情報提供3回以上（うち
1回以上カンファレンス）
【算定要件・留意事項】
・原則退院前に実施（退院後7日以内も可）。同一日の複数回連
携は1回とみなす。
・ICT（テレビ電話等）の活用が可能（利用者・家族参加時は
要同意）。必要に応じて福祉用具専門相談員や作業療法士等を
参加させること。
・日時、場所、出席者、内容要点を居宅サービス計画等に記録
し、提供を受けた文書の写しを添付・保存すること。

適・否

17　通院時情
報連携加算

▢ 利用者が医師・歯科医師の診察を受ける際に介護支援専門員が
同席し、相互に情報提供を行い、その内容を居宅サービス計画
等に記録した場合、通院時情報連携加算（1月につき50単位）
を算定しているか。（利用者1人につき月1回限度）
※事前に利用者の同意を得た上で受診に同席し、医師・歯科医
師等へ利用者の心身の状況や生活環境等の情報を提供するとと
もに、必要な情報提供を受けること。
※やり取りした情報を居宅サービス計画等に適切に記録するこ
と。

適・否

18　緊急時等
居宅カンファレ
ンス加算

▢ 病院・診療所の求めにより、医師・看護師等と共に利用者の居
宅を訪問してカンファレンスを行い、必要な利用調整を行った
場合、居宅訪問情報連携加算（1月につき200単位／月2回限
度）を算定しているか。
※利用者の病状急変や診療方針の変更等に伴い、医療機関の求
めに応じ居宅を共同訪問してカンファレンスを実施し、必要に
応じてサービス調整を行うこと。
※カンファレンス実施日、参加した医療関係職種等の氏名、要
点を居宅サービス計画等に記載すること。また、状態の変化に
応じて速やかにケアプランの変更等を行うこと。

適・否

算定【有・無】
※有の場合、
初回加算算定不可

①情報提供様式
【有・無】
（　　　　　　　）
※平成21年3月13日付
け老振興発第0313001
号「居宅介護支援費の
退院・退所加算に係る
様式例の提示につい
て」を参照
②情報提供内容等を記
録で確認
□面談（情報提供）日
□相手方名
□内容（要点、提供文
書）
③情報提供の回数

算定【有・無】

算定【有・無】
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自主点検表（R8 舞鶴市） 【居宅介護支援】

規定事項 基準・通知　等 評価 備考

19　ターミナ
ルケアマネジメ
ント加算

▢ 在宅で死亡した利用者に対し、終末期の意向を把握した上で適
切な訪問・記録・多職種連携を行った場合、ターミナルケアマ
ネジメント加算（1月につき400単位）を算定しているか。
【算定要件】
・24時間連絡・支援体制を整備し、あらかじめ舞鶴市長へ届け
出ていること。
・同意を得た上で終末期の意向を把握し、死亡日および死亡日
前14日以内に2日以上居宅を訪問。心身状況等を記録し、主治
医および担当事業者に提供すること。
【留意事項】
・死亡月に算定（利用者1人につき1事業所のみ）。最終訪問月
と死亡月が異なる場合も死亡月に算定する。
・死亡診断目的で医療機関へ搬送され、24時間以内に死亡が確
認された場合等も算定可能。
・同意以降の支援経過（状態変化、主治医等との連絡調整、回
復の見込みがない旨の医師の診断確認日・方法等）を記録し、
「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関する
ガイドライン」等を踏まえて本人・家族の意思決定を支援する
こと。

適・否

20　サービス
種類相互間の算
定関係

▢ 利用者が月を通じて対象の施設・多機能型サービス等を受けて
いる場合、当該月についての居宅介護支援費を算定していない
か。（※短期利用を除く）
【算定不可となる対象サービス（月を通じて利用の場合）】
・特定施設入居者生活介護
・地域密着型特定施設入居者生活介護
・認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
・小規模多機能型居宅介護
・看護小規模多機能型居宅介護
・例外：上記サービスであっても「短期利用」の報酬を算定し
ている期間・月については、居宅介護支援費の算定対象とな
る。

適・否

21　介護職員
等処遇改善加算

▢ 賃金改善計画の策定・周知・届出、職場環境等要件を満たし、
介護職員等処遇改善加算（100分の2.1）を算定しているか。

適・否

▢
【キャリアパス要件】
要件Ⅰ《全区分》：職位・職責等に応じた任用要件及び賃金体
系（給与表等）を就業規則等の書面で整備し、すべての介護職
員に周知しているか。

▢ 要件Ⅱ《全区分》：資質向上の目標及び研修計画を策定し、研
修の実施又は受講機会の確保（費用補助・有休付与等）を行
い、すべての介護職員に周知しているか。

▢ 【職場環境等要件】
「入職促進」「資質向上」「両立支援」「心身の健康管理」
「やりがい醸成」の5区分それぞれ各1項目以上（計5項目以
上）を実施し、かつ「生産性向上」の取組から計2項目以上を
実施しているか。

▢ 【令和8年度特例要件（加算Ⅰロ・Ⅱロのみ）】
生産性向上や協働化に係る取組として、次のいずれかを満たし
ているか。
一 ケアプランデータ連携システムを利用していること（※令和
9年3月末までの利用誓約を含む）。
二 社会福祉連携推進法人に所属していること。

算定【有・無】

算定【有・無】

算定【有・無】


